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水防災意識社会 再構築ビジョン
荒川上流部改修から

年

関東・東北豪雨を踏まえ、新たに として、全ての直轄河川とその沿川
市町村（109水系、730市町村）において、平成32年度目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。
＜ソフト対策＞ ・住民が自らリスクを察知し主体的に避難できるよう、より実効性のある

「住民目線のソフト対策」へ転換し、平成28年出水期までを目途に重点的に実施。

＜ハード対策＞ ・「洪水を安全に流すためのハード対策」に加え、氾濫が発生した場合にも被害を
軽減する「危険管理型ハード対策」を導入し、平成32年度を目途に実施。

主な対策
各地域において河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議会等を新たに設置して
減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的・計画的に推進する。

1



住民目線のソフト対策
荒川上流部改修から

年

〇水害リスクの高い地域を中心に、スマートフォンを活用したプッシュ型の洪水予報の配信など、住民が
自らリスクを察知し主体的に避難できるよう住民目線のソフト対策に重点的に取り組む。

※荒川では想定最大規模降雨を前提とした
洪水浸水想定区域はH28.5に公表済み 2

→H29.5開始

→設置済み※

→H29.5に公表

※危機管理型水位計を追加で設置予定



大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方 答申
～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築～

荒川上流部改修から

年

〇行政・住民・企業等の各主体が水害リスクに関する知識と心構えを共有し、氾濫した場合
でも被害の軽減を図るための、避難や水防等の事前の計画・体制、施設による対応が

備えられた社会を目指す。

〇対応すべき課題
➢危険な区域からの立ち退き避難 ➢水防体制の弱体化

✓市町村・住民等の適切な判断・行動 ➢住まい方や土地利用における水害リスクの認識の不足

✓市町村境を超えた広域避難 ➢「洪水を河川内で安全に流す」施策だけで対応することの限界

〇住民目線のソフト対策への転換
これまでの河川管理者等の行政目線のものから住民目線のものへ

と転換し、利用者のニーズを踏まえた真に実践的なソフト対策の展開
を図る

➢円滑かつ迅速な避難の実現
・家屋倒壊危険区域等、立ち退き避難が必要な区域を表示するなど、
避難行動に直結したハザードマップに改良
・広域避難等の計画づくりを支援する協議会等の仕組みの整備
・スマートフォン等を活用したプッシュ型の河川水位情報の提供 等

➢的確な水防の推進
・水防体制を確保するための自主防災組織等の水防活動への参画等

➢水害リスクを踏まえた土地利用の促進
・開発業者や宅地の購入者等が、土地の水害リスクを容易に認識する
ため、様々な場所での想定浸水深の表示
・不動産関連事業者への洪水浸水想定区域の説明会等の開催 等

〇危機管理型ハード対策導入
従来の「洪水を河川内で安全に流す」対策に

加え、氾濫した場合にも被害を軽減する「危機管
理型ハード対策」を導入する

➢減災のための危機管理型ハード対策の導入

・越水等が発生した場合でも決壊までの時間を
少しでも引き延ばすよう堤防構造を工夫する
対策の推進

・堤防構造の工夫や氾濫水を速やかに排水する
ための排水対策等の「危機管理型ハード対策」
とソフト対策を一体的・計画的に実施するため
の仕組みの構築 等
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荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会
荒川上流部改修から

年

■荒川水系（埼玉県域）大規模氾濫に関する減災対策協議会

○ 荒川水系（埼玉県域）においては、埼玉県内の４４市町、埼玉県、気象庁熊谷地方気象台、独立行政
法人水資源機構、関東地方整備局で構成される減災対策協議会を平成28年5月31日に設立した。
○ 平成28年9月28日に「減災に係る取組方針」を策定した。

■ 参加機関

さいたま市、川越市、熊谷市、川口市、行田市、加須市、東松山市、春日部市、羽生市、鴻巣市、深谷市、
上尾市、草加市、越谷市、蕨市、戸田市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、桶川市、久喜市、北本市、
八潮市、富士見市、三郷市、蓮田市、坂戸市、幸手市、鶴ヶ島市、吉川市、ふじみ野市、白岡市、伊奈町、
三芳町、毛呂山町、越生町、川島町、吉見町、鳩山町、寄居町、宮代町、杉戸町、松伏町
埼玉県危機管理防災部、埼玉県県土整備部
気象庁熊谷地方気象台
独立行政法人水資源機構（荒川ダム総合管理所・利根導水総合事業所）
国土交通省関東地方整備局（荒川上流河川事務所・荒川下流河川事務所・二瀬ダム管理所）

第１回協議会（平成28年5月31日） 第２回協議会（平成28年9月28日） 4



荒川水系（埼玉県域）の減災に係る取組方針【骨子】
荒川上流部改修から

年

■荒川水系（埼玉県域）の特徴
○ 埼玉県の主要部を貫流し、背後の低平地の市街化が進み人口・資産が集積している。
○ 計画断面に対して堤防高・幅が不足している区間があり、支川上流部等では無堤部も存在。（堤防整備率本川約59%、支川約86%）
○ ひとたび堤防が決壊すれば、広範囲が浸水し甚大な人的、物的被害が発生するとともに、復旧・復興には多大の費用と時間を要することが想定される。
○ 比較的大きな流域を持つ支川入間川が中流部で合流（多数の支川入間川を含めて５河川を直轄管理）。降雨形態により本川型、支川型の洪水となる場合がある。

■ 水害リスクや解決すべき課題
○ 氾濫特性としては、荒川本川の入間川合流点下流は「拡散型」であり、合流点上流左岸は「広域拡散型」、右岸は「拡散貯留型」、その他は山付きや支川堤防による

「貯留型」の様相を呈している。
○ 荒川本川左岸上流の広域拡散型氾濫では、氾濫水は極めて広範囲に時間差をもって広がり、河川に接していない多くの市町が広域にわたり浸水する（想定最大規
模の洪水時には１地点の破堤で最大約２４自治体が浸水）。

○ 貯留型氾濫形態の箇所では、浸水深が深くなるとともに市町によっては全域もしくは広範囲にわたり長時間浸水し、隣接する市町への広域避難が必要な場合も想定
される。

○ 荒川等の水位が高くなると中小河川の自然流下が困難となり、水位が高い状態が長く続くため内水被害が発生する恐れがある。貯留型氾濫形態の箇所では、氾濫
水の排水も容易ではない。

○ 近年破堤を伴う大規模氾濫が発生していないため、荒川で水害が発生することの認識が低い。
○ 高齢化等による水防団員の減少が顕著である。

■ 概ね５年で実施する主な取組

【ハード対策】
○ 優先的に実施する堤防整備、橋梁部周辺対策の実施 （洪水を安全に流す対策）

○ 堤防天端の保護、裏法尻の補強（危機管理型ハード対策）

② 洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動等
の取組

○ 水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検
○ 水防団強化を含めた関係機関が連携した実働水防訓練の実施
○ 既存ダムの機能を最大限活用する運用方法の検討等

③ 一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための
排水活動の取組

○ 既存排水施設、排水ポンプ車等を活用した排水計画の策定

【ソフト対策】
① 逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
○ 気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善（水害時の
情報入手のしやすさサポート）

○ 災害時の情報発信における地元メディアとの連携強化
○ 氾濫ブロック・区間に応じたきめ細やかな危険水位設定
○ 氾濫流の広域拡散を考慮した越水・破堤後を含めた、避難勧告の発令に着目
したタイムラインの作成

○ 広域避難計画の策定、市町間の協定締結
○ 平常時から住民に水害リスクを分かりやすく伝える「まるごとまちごとハザード
マップ」の推進

○ 避難場所の絶対数が不足する地域における既存施設の避難場所としての活用
○ 教員を対象とした講習会の実施、小学生を対象とした防災教育の実施

○ 簡易水位計やCCTVカメラの設置等
○ 排水機場の耐水化や水門・機場等の遠隔操作を確実に行える対策（二重化）
の実施

○ 河川防災ステーションの整備や堤防天端上の車両交換場所等の整備

■ ５年間で達成すべき目標
荒川水系（埼玉県域）の大規模水害に対し、

｢逃げ遅れゼロ｣、｢社会経済被害の最小化｣を目指す。
大規模水害・・・・・・・・・・・想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水氾濫による被害
逃げ遅れゼロ・・・・・・・・・・避難行動が遅れ人命にかかわるような逃げ遅れをなくす

社会経済被害の最小化・・大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に経済活動
を再開できる状態
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減災の取り組み事例

6
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7

■浸水リスク情報の周知、避難行動支援

• 朝霞市が浸水想定区域内の要配慮者利用施設に対して避難計画作成のための説明会を
開催。水防法改正の経緯や荒川の特性などについて荒川上流から説明

荒川上流部改修から

年

 平成29年8月28日、朝霞市が浸水想定区
域内の要配慮者利用施設を対象として、
避難確保計画作成の説明会を開催（対象
施設は約51施設）

 水防法改正の経緯や荒川の特性、基準水
位の考え方、洪水浸水想定区域、雨量・水
位・カメラ画像などの情報提供などについ
て、荒川上流河川事務所から説明を行っ
た。

説明会の様子
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■防災教育や防災知識の普及・啓発

• カスリーン台風70年イベントに併せて、熊谷市役所ロビーにおいて、
カスリーン台風と減災対策への取組に関するパネル展を開催した。

新聞記事（9/14埼玉新聞：朝刊）

荒川上流部改修から

年

日 時：平成29年9月11日（月）～15日（金）
会 場：熊谷市役所１階ロビー

掲載パネルの一例

 熊谷市広報（市報くまがや8月号）による、熊谷市民への事前広報を実施

 埼玉新聞による取材と記事掲載（右下新聞記事）

 当該パネルは、埼玉県立川の博物館や埼玉県防災学習センターでも展示

市報くまがや（8月号） パネル展示状況



「カスリーン台風から70年公開講座と現場見学会」開催概要
●日時：平成２９年９月１６日（土）１０時～１６時
●場所：熊谷市大里コミュニティセンター
・公開講座
①「台風に備えて～カスリーン台風から70年公開講座～」（熊谷気象台）
②「カスリーン台風から70年水防災社会の再構築について」（荒川上流）
・現場見学会
①「決潰の跡碑」（熊谷市久下地先）
②久下地区水防拠点（備蓄ヤード：高規格堤防）
・降雨体験車による台風時の大雨体験
見学者数：３３名
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■防災教育や防災知識の普及・啓発

• 熊谷気象台と荒川上流河川事務所の共同による
『カスリーン台風から70年公開講座／現場見学会』を開催した。

開催の様子

荒川上流部改修から

年

 カスリーン台風70年のパネル展示も行うとともに、降雨体験車による台風時の大雨体験も実施
 参加者からの意見
・「洪水の歴史を知ることが大切。カスリーン台風被害は参考となり、具体的に学べたことに感謝する」

・「今後もこのような勉強会を学校などでも公開していただけるとありがたい」



■防災教育や防災知識の普及・啓発
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 川島町の事例（平成29年9月29日(水））
出丸小学校と連携し、授業の一環としてお天気

防災教育を実施。お天気キャスターによる天気

の話やマイタイムラインを作成などを学ぶ。

 上尾市の事例（平成29年10月14日（土））
お天気キャスターを講師とし、親子での参加による

天気や防災情報に関する話や雲を作ってみる実験

等を交えた防災教育の実施。

• 川島町・上尾市と荒川上流河川事務所の連携による小学生を対象とした『防災教室』を開
催した。

 お天気キャスターを講師に迎え、体験実験や工作・発表会等、小学生でも天気や防災について楽しく
学べる工夫を凝らしたワークショップ形式による勉強会

雲を作る実験

ワークショップの様子

ワークショップ後の発表

荒川上流部改修から

年
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■防災教育や防災知識の普及・啓発

 減災に係る取組として荒川上流河川事務所は、
戸田市美女木6丁目自治体によるマイタイムラインづくりをサポート

 マイタイムラインとは、発災時に住民一人ひとりがとるべき行動（いつ、何をするのか？）を時系列で
まとめたもの

• 戸田市美女木6丁目自治体によるマイタイムライン作成

【美女木町6丁目マイタイムライン】

荒川上流部改修から

年

いつ？
（判断基準）

何をすべき
か？



• 埼玉大学教育学部附属小学校の４年生に対して荒川の防災を中心とした「荒川の治水対
策について」の出前講座を実施

出前講座の様子

荒川上流部改修から

年

 ４年生１，２，３組の生徒に対して、荒川の治水施設や出水時の関係機関の役割な
ど防災面を中心とした「荒川の治水対策について」の出前講座を実施。

 荒川の洪水についての質問や、出水体制時の職員の勤務状況等についての質問
があった。

 埼玉県内の先生を対象とした研修会用の資料として「荒川読本」の製本版を提供。
合わせて今後の授業で活用して頂くため、荒川読本の写真や絵などのパーツデー

タについても提供した。

 埼大附属小では県内の先生を対象とした研究会の事務局となっているため、今後
も継続して荒川の防災に関する資料の提供や、研修会等への情報提供を行い、防

災知識の普及・啓発に努める。

学習指導要領改訂のスケジュール
※文部科学省
HPより 12

■防災教育や防災知識の普及・啓発
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■的確な避難行動を取るための情報提供
荒川上流部改修から

年
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荒川上流部改修から

年

 伊奈町の事例
• 連携機関：(株)ジェイコムさいたま・さいたま北局との間で「行政告知放送に関する覚書」を締結。
• ：伊奈町全域の、J:COMが提供する「防災情報サービス」の加入者。
• 提供情報：伊奈町が住民に配信する防災行政無線の放送内容（災害時の避難勧告・誘導や市町から

のお知らせなど）。
• 配信方法：J:COM専用端末を通じて配信。（平成29年10月1日より開始）

 J:COM「防災情報サービス」の特徴
• マンションや気密性の高い住宅でも防災行政情報を聞くことが可能。
• 気象庁が発表する緊急地震速報の発信。緊急地震速報は、アナウンスと警報ランプで通知。
• FMラジオ搭載のため、災害時には持ち出してFMラジオを受信することが可能。

 災害時の放送等についてJ:COMと協定締結済の市町については次頁を参照。

• 災害時の情報発信における地元メディアとの連携【取組１３】

提供されるサービス 端末受信機の特徴等

 専用端末
• 重量：0.4kg
• 電源：乾電池式
• 特徴：FMラジオ搭載（災害時には持ち出し

てFMラジオを受信することも可能）

対 象 者

■的確な避難行動を取るための情報提供
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荒川上流部改修から

年

 災害時の放送等についてJ:COMと協定締結済の市町

• 災害時の情報発信における地元メディアとの連携【取組１３】

※H29年度および過年度の取組状況調査において「協定締結済」等の報告のあった市町

協定締結済の市町

熊谷市

春日部市

深谷市

上尾市

戸田市

新座市

桶川市

八潮市

富士見市

三郷市

坂戸市

ふじみ野市

白岡市

伊奈町

川島町

■的確な避難行動を取るための情報提供
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荒川上流部改修から

年

 熊谷市の事例
• 平成29年10月16日、(株)ジェイコム北関東熊谷・
深谷局との間で「ジェイコム簡易告知放送サービ

スを利用した防災行政無線情報の再送信に関す

る覚書」を締結。

• 防災行政無線により市民向けに実施している行
政告知放送を、同社の「緊急地震速報サービス」

に加入している者に貸与している専用端末を通し

て再送信するサービスを提供。防災行政無線の

難聴エリアや音量問題等の解消に寄与する。

 さいたま市・新座市・富士見市の事例
• 平成29年度は、さいたま市、新座市・富士見市
がインターネット情報ポータルサイト運営会社

であるヤフー株式会社との連携し、Yahoo!防災

速報による災害情報の発信を開始している。

締結調印式の様子(熊谷市)

• 災害時の情報発信における地元メディアとの連携【取組１３】

■的確な避難行動を取るための情報提供
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荒川上流部改修から

年

• 災害時の情報発信における地元メディアとの連携【取組１３】

■的確な避難行動を取るための情報提供
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荒川上流部改修から

年

• 災害時の情報発信における地元メディアとの連携【取組１３】

■的確な避難行動を取るための情報提供
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荒川上流部改修から

年

 宮代町の事例
• 平成29年10月1日、テレビ埼玉のデータ放送から
防災行政無線で放送した内容の配信を開始した。

• 災害時の情報発信における地元メディアとの連携【取組１３】

■的確な避難行動を取るための情報提供
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■共同点検、ホットライン
荒川上流部改修から

年



■迅速な排水支援活動
荒川上流部改修から

年

21
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■的確な避難行動を取るための情報提供
荒川上流部改修から

年

• 平成29年10月の台風第21号の際にはTwitterを使用してリアルタイムで情報発信を実施

 リアルタイムでの情報発信にはSNS(Twitter）が非常に有効
 ホームページの更新よりも短時間で容易に情報提供が可能
 台風第21号の際には出水体制に入ってから合計22回のツイートを行った（リツイート含む）

事務所長から避難勧告を発令
する地元市長に対して
直接河川の状況を伝える
ホットラインの状況

自治体が発表した避難情報
をリツイート

台風第22号の時の
排水作業の様子

川越市からの要請により
排水ポンプ車を派遣


